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様々な事態（阪神大震災のスナップ）

市庁舎の倒壊でサーバーコンピュータ
が使用不可

壊れないと思っていたビルが倒壊

事前準備はできなかったか？

自治体に頼る住民の列
集中する行政業務

亀田先生撮影

予想外の事態 事前に予測できなかったか？



毎日新聞
平成7年3月12日

救出の可能性の追求

能登地震、新潟中
越沖地震では改善

新潟中越地震：
エコノミクラス症候
群で死亡



洪水でも被害甚大（2006.7）



「安心・安全」な社会を実現するための要求

「安心・安全」な社会に求められる要件
①生活基盤の確保
②健康の維持
③災害に遭わない、災害に遭っても被害が無い（少ない）こと

「安心」と実感できること

「自助、共助、公助」が効果を出すこと
（被災）状況の把握と情報伝達手段が必須

住民が必要と感じる時（各種災害など）、自治体や地域コミュ
ニティーから適切な働きかけがあること

①劣悪環境下でも確実な（被災）情報収集
②曖昧さの無い表現（地図上の位置、時刻：時間上の位置）
②独立した機関の間での情報共有



防災情報研究の狙い

IT技術による(地震)被害の大幅削減

減災シナリオの確立とその具体化
•ブラックボックスのない純国産情報技術の確立

統合型自治体・地域の情報基盤システムの構築

平時から緊急時までの連続利用を実現

•独立機関の間で情報連携ができる情報基盤の構築
緊急時に要求に応じた情報共有を実現

機関毎に異なる言語・用語へ対応する技術の開発

注：建物・家具の下敷きでの死亡者（概数）､阪神大震災：75%、新潟中越地震：35％

罹災者の削減は、平時の教育、地域連携、緊急時の即時情報対応で実現可能

•人的被害の削減（注）
•経済的損失の削減

復興の加速化
復興経費節減

システムの実現
•自治体等へ展開
•相互支援自治体組織

縦横連携の実現
•標準化仕様の提示
•国際対応

アジア諸国への発信

•生活基盤
•医療体制
•災害時被支援

安心・安全



・汎用性

・確実性

・拡張性

システム

情報

・共有性

・経済性

自治体情報システムに求められる要件

確実性

・予想外の環境下での動作を保証

・平常時利用と緊急対応の連続性

汎用性

・平常業務を含めて緊急対応ができること

拡張性

・新技術の導入の保証

共有性・更新性

・ＤＢの共有と有効活用 ・低廉な更新コスト
・更新性

・即応性 即応性

・必要な情報を即時的に作成

• 長期展望に立った経済性（対費用効果）の重視
• 住民に信頼されるサービスの実現



避難所

・安否確認
・情報サービス

市役所・町役場

県庁、
（防災情報センター）

消防庁、防災情報センター

医療機関

消防

・緊急地震速報受信

・状況把握

・中山間地域の安否確認

・被害情報

・状況把握、分析
・整理、報告

・状況把握、分析

・安否情報
・ロジスティクス

発電： 風力発電，バッテリー 蓄電による

災害対策本部，避難所設置システムへの

電力供給停電時の電力供給手段確保

自治体対向け総合災情報システムの構成

・緊急地震速報
・河川速報

通信：通信インフラ被災時の通信手段

確保（自律分散通信ネットワーク）

情報システム：平常業務から災害業務の

連続性確保（時空間情報処理）

学校

地震が来ます。
注意してください

・地震警報

国交省
[被災地外：近傍]

情報支援機関

･情報支援
･物流支援

（関係機関）

防災情報センター： 被災地外で防災固有の情報処理を支援する専門機関で、平時にも防災力強化などに関する支援業務を担当

情報支援機関： 被災地の近傍（被災外）で防災固有の情報処理を支援する専門機関を受け入れて被災地の情報処理や物流を支援

気象庁



情報連携を実現する情報環境の枠組み

・住民情報や固定資産管理台帳データの時空間管理
・ハザードマップや耐震診断などの事前対策情報の時空間管理
・要援護者情報の時空間管理
・安否確認，被害情報の時空間管理
・罹災証明等の帳票管理
・被災者生活再建に係わる災害時業務の情報処理

自治体
消防庁

研究機関

大学

一般企業

地震計ネットワーク

震源推定 など
ハザード分析

火災延焼分析

救急・救命支援 など
情報集積

家屋被害推定

変化域分析 など
道路閉塞

ﾗｲﾌﾗｲﾝ被害分析

情報集積 など
適物資供給分析

衛星画像分析
航空写真撮影

など

ブロードバンド
ネットワーク
（協調処理）

都道府県

防災情報
センター

災害時に確実
に機能する
１回線を確保

被災地外より情報支援

公開型データ構造

時空間データベース

時空間キーに
よる情報管理

情報支援チーム



被災者の安全

災害廃棄物処理

生活環境の
回復

都市の復興

住民データ管理

地域計画

災害時 平常時

基本地図

住民
データ

固定資産データ
管理

ライフラインの
管理

リスク対応型地域管理情報システム(RARMIS:Risk-Adaptive Regional Management Information System)

家屋
データ

ライフライン等
のデータ

必要に応じて
相互参照

ＧＩＳによる

データ管理

位置座標／時間履歴
を基準に管理

災害時と平常時の連続性

リスク対応型地域管理情報システム

要求 ｂ平常時：個人情報保護（情報の細分化）、緊急時：情報統合
実現方法 必要に応じて独立・細分化管理情報を統合→時空間管理



避難所災害現場

災害対策本部

安否情報被害地写真

地震速報

地震動推定
情報

被害地写真

・地震動・被害推定

結果と地図の重畳

表示

・安否情報表示
・被害地写真表示

・被害地写真表示

自律分散型情報連携システムの構成

防災情報センター

・地震動推定

・安否情報表示

モード切替

自治体（＊＊市）

安否情報

＊＊県
安否情報

平常時モード

災害時モード

（使用場所によるモード選択）

・情報収集

・
・

・情報収集

・人員把握

・
・

・住民情報管理

・固定資産管理

■平常業務

■災害対応業務

・
・

・
・

被害情報

・

地震観測網

現場情報

（実被害情報）

被害分析情報

・家屋被害推定

被害
集計情報



文字データベース利用
・住民の移動管理
・ライフラインの管理
他

日々の変動情報
の管理

＝

地図データの利用
・位置情報の管理
・位置による情報の

関連付け

＝

スナップショット的情報
＝更新で新情報化

番号を介し
た結合

現状の多くの自治体情報システムとGISの構成

データベースシステム GIS

データベースシステムとGISで個別にデータ更新がなされるため、
一貫性の維持が困難。GISは副次的でコスト削減に限界。

防災応用では特に、文字・地図データ処理が連動して時間的な推移
データと管理・処理できる新システム（時空間情報システム）が必要

防災対応が可能な情報システムの要求



測量/調査

コンピュータ

時空間データベース

モデル化/
更新

目的に
応じた
地図

実世界の
地理的・歴史的モデル

時間指定

過去

未来

時間指定

出力/ ﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃｰｼｮﾝ

データ参照 ―
指定された：時間/場所/
オブジェクト/他

集積データ
t = t0

1:10000

1:500

…
…

…

画像/ 表/ 地図/ 他

x y z A t t r .

・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ 時間

N

場所指定

ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ - 解析/
総合化/ 他

統合
された情報

場所指定

時
間

変化する実世界

t = t0

(未来)

(過去)

時空間情報システムの概念



住所 属性:2階建て、赤色屋根
居住者4人、他

１）住所・IDを介した属性DB（RDBなど）管理

点・線・面情報

ID

• 住所

属性

(X, Y, Z,Σ(T))

２）時空間キィーを介した独立要素ごとの属性データ管理
建物内の任意の点（代表点）に結合

•建物形状
(2階建, 赤色屋根)

• 居住者
(4 人)

属性情報の時空間管理

部署間でのID統一は困難

時間管理方法



同一図形内／許容誤差以内

• 住所

属性2

(X, Y, Z,Σ(T))

•世帯主
(扶養家族)

• 居住者
(4 人)

(X, Y, Z,Σ(T))

属性1

• 床面積
(200㎡)

• 課税額
(10万円)

属性1

• 床面積
(200㎡)

属性1と属性2を

統合することができる

• 住所

属性2

(X, Y, Z,Σ(T))

• 居住者
(4 人)

統合

属性情報の統合

部署１

部署２

自律分散処理が可能



確実に稼動する防災システム
大規模災害の被災時には、
①電力、②通信、③情報処理システム、などが破損して使

用できない事態が起こる。
どんな事態でも稼動する災害対応システム

自治体が導入できて、費用対効果の上がる情報システムとして
「リスク対応型地域管理情報システム」（RARMIS)の概念を提案。

「自律分散情報連携」が可能な時空間GIS「DiMSIS」を開発。

災害時の情報課題に対する要求と対応技術

実地での有効性の実証
阪神大震災：神戸市長田区役所
新潟中越地震：川口町、旧山古志村、十日町市他の被災自治体
トルコ（コジャエリ・ドゥジェ）地震：ドゥジェ市役所
宮崎県清武町：鳥インフルエンザ



自治体情報システムの改善（川口町の事例）

費用対効果（コスト）を重視したシステム構築が可能。平常業務でデータ更新。



震度情報ネットワークデータ受信と市町村震度分布表示例(三重県の事例）

緊急地震速報などの新技術の活用



宮崎県清武町の対策本部

新聞報道の一例

高病原性鳥インフルエンザ対策で「RARMIS概念」の有効性を実証

背景：
清武町では、災害対応も考慮した
時空間GISを導入して、要援護者

支援、地震防災、各種平常業務
利用を進めていた。



清武町高病原性鳥インフルエンザ対策本部対応経緯

１５：２０ ・宮崎家畜保健衛生所から、清武町内の農場で鳥インフ
ルエンザの発生の疑いの連絡を受ける。

DiMSISで位置確認、プリント図作成
１６：１０ ・町長・助役・関係部課長協議

１７：１０ ・全職員に自宅待機を発令

２２：４０ ・宮崎家畜保健衛生所、現地周辺の立入り禁止措置要請

DiMSIS利用：状況把握、周辺世帯把握

DiMSIS利用：状況把握、規制等の計画

２３：００ ・「鳥インフルエンザが疑われる事例対策本部」設置

・発生場所から３００ｍ以内の立ち入り禁止措置・周辺４箇
所での交通規制実施を決定

２４：００ ・規制区域内住民に訪問連絡

DiMSIS利用：処分等の計画、愛玩鳥調査

平成19年1月11日(木）

1月1２日以降



現場付近図：1月12日（金）0:00～16:00

健康検診場所
（黒坂公民館）

駐車場
（黒坂地区

ふれあい広場）
発生現場
谷口孵卵場黒坂農場

半径３００ｍ

交通規制

消毒ﾎﾟｲﾝﾄ

清武町高病原性鳥インフルエンザ対策本部

１号舎
２号舎
３号舎

【第１次対応】

作業現場
事務所



現場付近図：1月12日（金）0:00～16:00

健康検診場所
（黒坂公民館）

駐車場
（黒坂地区

ふれあい広場）
発生現場
谷口孵卵場黒坂農場

半径３００ｍ

交通規制

消毒ﾎﾟｲﾝﾄ

清武町高病原性鳥インフルエンザ対策本部

１号舎
２号舎
３号舎

【第１次対応】

作業現場
事務所



近隣養鶏場
位置図

５㎞

１０㎞

●谷口孵卵場

●養鶏場

●養鶏場
●孵卵場

養鶏場●
養鶏場●

●養鶏場

清武町

宮崎市

谷口孵卵場松叶農場● 2.3㎞

5.3㎞

●養鶏場

発生場所
（谷口孵卵場黒坂農場）

谷口孵卵場永田農場
●

清武町高病原性鳥インフルエンザ対策本部



愛玩鳥の飼養実態調査

平成19年1月13日 集計

清武町高病原性鳥インフルエンザ対策本部

集計表

地区別集計図 戸別位置図

●：養鶏(合計172,000羽)
●：愛玩鳥(合計1,611羽)



自治体

各種被災分析：
・地震動分布推定

震源、表層地形→震度等
・建物倒壊推定、道路閉塞推定

震度→倒壊状況
・状況予測

防災情報センター

各種被災分析［緊急時］：
・詳細被害推定

震度など→個別被害推定
・非難状況などの情報収集

現地調査→時空間位置情報
・対策と効果の分析

連携

地域サービス［平常時］：
・移動情報管理
・住民サービス

連続性

数値地図 25000 ：全国

（ XML 形式）

国勢調査データ：全国

（ Arcinfo 形式）

自治体統合データ ※

都計図､道路台帳他 )

衛星写真・航空写真

※共同研究対象の自治体

数値地図 2500 ：市街部

（国土地理院形式）

･座標系の統一

･位置整合、選択・接合

･形式の統一

統合データベース化

拡大図

全データを
重畳表示

全国統合データ

全国統合時空間データベース［公開構造］

紙地図ラスター

(

時
空
間
G
I
S
（
共
通
公
開

）

A
P
I

時空間データ基盤データの整備



全国のシームレスデータ
（1/2500と1/25000を統合）



家屋位置データ
（1/2500,1/25000から抽出）



まとめ

・ 「安心」な社会（生き甲斐、医療、災害対策）作りが目標。
そのために、「安全」な町作りが必要。
→自治体と住民の信頼関係構築と連携

・ 社会を守るための情報システム→次世代型GIS

・ 経済性（費用対効果）を重視した情報システムの実現

・ 独立機関の間での情報連携を実現する新しい仕組み

・ 確実に稼動する情報システム（情報処理、通信、電力）の
事前構築

・ 全国統合データベースの無理の無い構築と維持（コスト重視）



補足資料（ご参考）



・
・
・

個人情報
分割して管理

税関係 家族関係
出生関係

＊＊氏
平常時

自治体内部組織と情報管理

都市計画課

税務課 水道課

下水道課建設課

定期的配置転換

緊急時 必要（および認可）に応じて部分統合

部署固有

共通

道路設計
CAD処理

管路網シミュレ ーション

入出力、表示、属性データ
データの の検索・集計

部署間の壁
(情報共有に制限)

自治体の業務ノーハウ：個人情報を守りながら個人情報を管理する事



統合DB

台帳A 台帳B

書庫A 書庫B 書庫ｎ-1 書庫ｎ

資料(部分)の共用

自治体の情報処理の構造

サーバー
情報集中管理

クライアント
ファイヤーウオール等の制約下で情報を参照

現状：多くのシステム構成



デイスプレー デイスプレー デイスプレー デイスプレー

共通DB
部分DBコピー

台帳A 台帳B

書庫A 書庫B 書庫ｎ-1 書庫ｎ

資料(部分)の共用

自治体の情報処理の構造

オプショナル

個人情報は部署ごとに個別管理し、共通化しない。
＝1台のコンピュータには、個人情報の一部しか保有されない。

専用DB-B

共通DB

専用DB-A

共通DB

専用DB-n-1

共通DB

専用DB-n

共通DB

自律分散情報協調型のシステム構成



被災

図 地域情報の輪廻とリスク対応

空間情報
(被災状況データ追加)

現地調査
災害対策

申請受付け

平常時窓口業務
データ更新

空間情報(時間記述)
旧データの利用
適時的情報更新

復興・都市計
画立案

空間情報
(都市計画データ追加)

空間情報
(被災前データ)

空間情報
(復興状況データ追加)

復興対策
新たな町づくり



時空間DB利用システム
時空間DB利用システム

時空間共通DB
公開形式

時空間GIS基盤システム

共 通 応 用
プログラム

システムの結合方法

専用DB

情 報 共 有
ハブ

基盤
（交通整理）

アダプタ

XMLなど

公開API

公開形式（ KIWI+を推奨）

専 用 応 用
プログラム

異なる体系
のシステム



三重県地震被害予測システム
（リスク対応型時時空間情報システム）

のシステム構成

鳥羽市 四日市市 熊野市 木曽岬町 紀勢町 紀宝町

三重県防災危機管理局地震対策室気象庁

防災科研

震度情報ネットワークシステム

緊急地震速報

緊急地震速報

将来は、気象庁より
直接配信



清武町内鶏搬出経路：1月15日（月）16:00開始

発生場所
（谷口孵卵場黒坂農場）

ｴｺｸﾘｰﾝﾌﾟﾗｻﾞ
宮崎へ搬出

進
入
路

清武町高病原性鳥インフルエンザ対策本部



予告なしに揺れる場合は、その場の防衛動作が起こり、退避動作は
困難であった。
地震動の到達前に、その到来を伝達する事で退避動作が取れた。

即時地震情報伝達の評価実験


	GISによる自治体業務と防災応用��－統合型自治体情報システムの構築－



